
第

ー特別区財政調整会計（総務 局所管）
入）（歳

繰

諸

繰

入

収

越

計

金

入

金

2年度
了円

1,010,934,980 

10 

10 

1,010,935,000 

（歳出）

特 別 区 交 付 金

普 通 交 付 金

特 別 交 付 金 50,546,750 

この会計は、

54,098,800 

「都と特別区及び特別区相互間の財政

調 整に関する条例」に基づき、 財政調 整を行うための

収支 を経理するものである。

普通 交付金は、各区ごとに算定 した基準財政需要(1) 

額と基準財政収入額につき、 需要額が収入額を超え

る特別区に対して交付する。

(2) 

1,010,935,000 

960,388,250 

2
 

特

元年度
「日

1,081,975,980 

10 

10 

1,081,976,000 

1,081,976,000 

1,027,877,200 

特別交付金は、基準財政需要額の算定 では捕そく

されな い財政需要や災害など 特別の財政需要又は財

政収入の減少等のあった特別区に対して、 それらの

事情を考慮して交付する。

(3) 交付金の総額は、 都が課する固定資産税、市 町村

民税（ 法人 分） 、 特別土 地保有税及び 法人 事業税交

付 対象額の収入見込額に一 定の調 整率(55%、 ただ

し、現行 条例では55. 1%に改正）を乗じた額である。

普通 交付金の総額は交付金の総額の95%、特別交

付金の総額は交付金の総額の5%である。

2
 

（歳入）

地方消費税清算会計（主税局所管）
2年度

千円
地

諸

繰

（歳

地方消費税清算費

3
 

（歳

事

方 消

収

越

計

出）

入）

業

費 税

入

金

1,794,722,000 

473,485,000 

247,868,000 

2,516,075,000 

2年度
千円

8,562 

元年度
千円

1,509,623,000 

373,462,000 

214,920,000 

2,098,005,000 

2,351,732,000 1,836,485,000 

この会計は、 地方消費税の清算に関する収支 を明確

に経理するためのものである。

小笠原諸島生活再建資金会計（総務局所管）

元年度
千円

8,562 

別

（歳

会 計

諸

繰

収

越

計

出）
372,000 372,000 

ごの会計は、 小笠原諸島帰島民など に対して、 資金

の貸付けを行い、島民の自立と定 着を図るものである。

貸 付

本年度の貸付金は次のとおりである。
件

87 生 活 再 建資 金

4
 

国民健康保険事業会計（福祉保健局所管）

（歳入）

分担金及負担金

国

財

繰

諸

繰

（歳

庫支 出

入

金

費

金

療養給付費等交付金

前期高齢者交付金

共同事 業交 付 金

産

出）

入

収

越

計

収 入

金

入

金

1,096,171,000 1,105,244,000 

この会計は、 「国民健康保険 法」に基づき、 国民健

康保険に関する事棄について、 その収支 を明確に経理

国民健康保険事業費

するためのものである。

経費の内訳は次のとおりである。

2年度
千円

保険給付費等交付金
後期高齢者支 援金
前期高齢者納付金
介 護 納 付
共同事 業拠出金
財政安定化基金支出金
財政安定化基金積立金
諸 支 出 金
一 般会 計繰 出金
管 理 費

金

200 

363,238 

372,000 

2年度
千円

439,056,137 

297,922,055 

2 

243,837,352 

1,424,465 

6,000 

86,567,258 

114,120 

27,243,611 

1,096,171,000 

830,903,869 
170,893,725 

261,337 
73,098,204 

1,425,715 
1,900,000 

6,005 
17,342,461 

218,945 
120,739 

200 

363,238 

372,000 

千円
372,000 

元年度
千円

462,504,992 

302,376,116 

2 

246,240,990 

1,363,275 

6,000 

92,567,899 

183,726 

1,000 

1,105,244,000 

元年度
千円

855,966,924 
174,419,941 

587,864 
69,014,041 

1,364,527 
1,900,000 
1,103,427 

562,257 
183,724 
141,295 

収 入
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5 母子父子福祉貸付資金会計（福祉保健局所管）
（歳入） 2年度 元年度

千円 千円
3,115,869 3,118,505 事 業 収 入

繰 入 金

諸 収 入

繰 越

計

（歳出）

貸 付

金

費
この会計は、 「見子及び 父子並びに寡婦福祉 法」に

基づき、 現に児童を扶養している配偶者のな い女子又

は男子などに対して資金を貸し付けることによって、

母子家庭又は父子家庭などの経済的自立と生活意欲の

助長を図るものである。

(1) 貸 付 金

本年度の貸付金の内訳は次のとおりである。

事 業 開始 資 金

事 業 継 続 資 金

修 学 資 金

技能習得 資 金

修 業 資 金

生 活 資 金

住 宅 資 金

転 宅 資 金

就学支 度 資 金

医 療 介護資 金

計

(2) 貸付及び 回収事務費

140,147 

11 

631,973 

3,888,000 

3,888,000 

4

1

1

8

2

3

3

5

2

1

0

 

件

ー

4

2

6

5

3

4

2

8

2
 

9

9

 

4

5

 

144,850 

12 

672,633 

3,936,000 

3,936,000 

千円
6,404 

1,300 

3,343,646 

25,200 

11,660 

33,048 

3,876 

12,210 

305,946 

290 

3,743,580 

144,420 

6 心身障害者扶養年金会計（福祉保健局所管）
（歳入） 2年度 元年度

千円 千門
63,000 82,000 入

金

入

金

収

入

収

越

産財

繰

諸

繰

計

（歳出）

扶 養 年 金 費

4

5

1

0

 

9

0

 

9

0

 

9

9

 

3

7

 

9

5

 

9

0

 

9

9

 

3

4

 

4,057,000 

4

5

1

0

 

9

0

 

9

0

 

9

9

 

8

1

 

5

4

 

2

3

 

9

9

 

4

4

 

4,341,000 

この会計は、 「東京 都心身障害者扶養年金条例を廃

止する条例」の附則に基づく 心身障害者扶養年金制度

の廃止における清算金などの経理を明確にするための
ものである。

制度の廃止に当たっては、 年金受給者には、 現行の

給付を継続するとともに、 年金未受給者には、 掛金納

付期間に応じて清算金を支 払う。

本年度の内訳は次のとおりである。

年 金 延92,064

葬 祭 料 254 

清 算 金

事 業 収 入

繰 入 金

諸 収 入

都 債

（歳出）

助 成

この会計は、

千円
2,854,560 

7,700 

1,082,957 

基金積 立金 等 111,783 

7 中小企業設備導入等資金会計（産業労働局所管）
（歳入） 2年度 元年度

「刊 丁且」
678,100 773,100 

4,000 

繰 越

計

金 14,899 

697,000 

0

1

0

9

0

 

0

0

9

0

 

0

0

8

0

 

9

9

9

9

 

9

8

4

5

 

1

5

1

6

 

8
 

費

「独立行政 法人 中 小企業基盤 整備 機構
法」に基づき、 事業協同組合などに対して低利な資金
を貸し付け、中 小企業の振嗅を図るものである。 また、

「小規模企業の事業活動の活性化のための中小企業基
本 法等の一 部を改正する等の 法律」に基づく 国の貸付
金を償還する。

(1) 貸 付 金

本年度の貸付金は次のとおりである。
件

高度化 資 金

(2) 貸付及び 回収事務費

(3) 繰 出 金

(4) 国の貸付金の償還金

8 林業・木材産業改善資金助成会計（産業労働局所管）
（歳入）

事 業 収 入

繰 入 金

諸 収 入

繰 越 金

計

697,000 865,000 

ー

丁H」
4,000 

15,000 

677,000 

1,000 

2年度
千円

3,119 

997 

1 

47,883 

52,000 

元年度
千円

3,306 

997 

1 

47,696 

52,000 
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（歳出）

助 成 費 52,000 52,000 
（歳出）

と 場 事 業 費 5,950,000 5,553,000 

この会計は、 「 林菓・木材産業改善資金助成 法」に基

づき、 林業従事者などに対し、 林業経営又は木材産業

経営の改善などに必要な資金を貸し付け、 林業経営及

び 木材産薬経常の改善と林業労働災害の防止を図るも

のである。

(1) 貸 付 金

本年度の貸付金は次のとおりである。
件

林業・木材産業改善資金 4 

(2) 貸付及び 回収事務費
公債費会計繰出金

管 理 費

754,019 

143,693 

2,258,398 
9 沿岸漁業改善資金助成会計（産業労働局所管）

（歳入）

事 業 収 入

繰 入 金

諸 収 入

繰 越 金

計

36,421 

48,000 

33,139 

48,000 

（歳出）

助 成 費

2年度
了円

10,581 

997 

48,000 

千円
51,000 

1,000 

元年度
「日

13,863 

997 

48,000 

この会計は、 都民に対する生鮮食肉の供給を確保す

るため、 「 と畜場法」に基づき、 獣畜解体及び これら

に付帯する事業を行う芝浦と場施設の管理運営 など を

経理するものである。

経費の内訳は次のとおりである。
2年度

千門
2,793,890 と 場 運 営 費

施 設 整 備 費

ごの会計は、 「 沿岸漁業改善資金助成 法」に基づき、

沿岸漁業従事者などに対し、 漁業生産技術改善 などに

必要な資金を貸し付け、 漁業経営の安定 と漁業生産力

の向上 を図るものである。

(1) 貸 付 金

本年度の貸付金は次のとおりである。

件

沿岸漁業改善資金

(2) 貸付及び 回収事務費

10 と場会計（中央卸売市場 所管）
（歳入） 2年度

千円
1,409,091 使用 料 及手数料

繰 入 金

諸 収 入

都 債

3,767,000 

54,908 

719,000 

繰 越

計

金

7
 

5,950,000 

元年度
千門

2,833,413 

237,954 

238,858 

2,242,775 

千門
47,000 

1,000 

元年度
千円

1,416,308 

3,874,000 

50,691 

212,000 

5,553,000 

11 都営住宅等事業会計（住宅政策本部 所管）
（歳入） 2年度

千円
175,590 分担金及負担金

使用 料 及手数料

国 庫支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

諸 収 入

都 債

67,479,202 

31,416,627 

2,309,669 

31,161,694 

4,615,217 

31,329,000 

元年度
千円

839,674 

68,251,415 

33,091,482 

2,317,967 

28,984,258 

6,119,203 

31,827,000 

繰 越

計

金
168,487,000 171,431,000 

（歳出）

都営住宅 等事業費 168,487,000 171,431,000 

この会計は、 都営住宅 などの建設及び 管理に関する

事叢 について、 その収支 を明確に経理するためのもの

である。
経費などの内訳は次のとおりである。

(1) 住宅建設費
ア 建設等戸数

公 営 住 宅

イ 経費内訳

公 営 住 宅

都営住宅耐震改 修

小笠原住 宅 建 設

地 域 開 発 整 備

2年度

3,800 

2年度
千門

60,320,645 

4,514,552 

59,552 

1,449,427 

元年度

3,800 

元年度
千門

59,951,262 

4,752,684 

64,270 

2,972,562 
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(2) 住宅 管理費

都 営 住 宅 等 管 理

管 理 戸 数

特定公共賃貸住宅等管理

管 理 戸 数

東菜都住宅供怜公t±委託等

2年度
「日

1,371,796 

252,326戸
117,455 

3,875戸

53,164,540 

委託等 戸 数 255,808戸

(3) 都営住宅 等 所在市 町村 交付金等
2年度

千円
6,141,230 都営住宅等所在市町村

交付金

公 債 費 会 計繰 出金
都営住宅等保証金会計
繰出金

管 理 費

保 証 金 収 入

繰 入 金

諸 収 入

繰 越 金

計

（歳出）

返

繰

還

出

金

金

既設団 地住宅営 繕費
繰出金
都 営 住 宅 退去者の
保証金返還金
特定公共賃貸住宅退去者
の保証金返還金
地域特別賃貸住宅退去者
の保証金返還金

定期借地権保証金返還金

36,150,445 
2,339,000 

2,858,358 

493,000 

2,339,000 

1,000 

7,592,000 

10,425,000 

656,000 

1,800,000 

経費の内訳は次のとおりである。

2年度
千円

1,800,000 

599,000 

41,000 

15,000 

元年度
「日

1,356,049 

252,040戸
122,796 

3,875戸
53,432,086 

255,522戸

元年度
千円

6,424,635 

37,384,010 
2,186,000 

2,784,646 

12 都営住宅等保証金会計（住宅政策本部 所管）
（歳入） 2年度 元年度

千円 千円
605,000 

2,186,000 

1,000 

7,385,000 

10,177,000 

645,000 

1,857,000 

言t 2,456,000 2,502,000 

この会計は、 都営住宅 、 特定公共賃貸住宅 などの保

証金（敷金） 及び定 期借 地権設定に係る保証金の経理

を明確にして、 その運用を図るためのものである。

元年度
千円

1,857,000 

585,000 

44,000 

15,000 

13 都市開発資金会計（都市整備局所管）
（歳入） 2年度

千円
3,051,063 財 産 収 入

繰 入 金

諸 収 入

都 債

繰 越 金

（歳出）

用

計

地 費
この会計は、 「 都市開発資金の貸付けに関する 法律」

に基づき、既成 市 街地の計画的な整備改善 を図るため、

国から資金の貸付けを受けて行う用 地の先行 取得につ

いて、 その収支 を明確に経理するためのものである。

この制度に基づく 用 地取得の対象となるものは、 建

築物の密集等のため環境が劣悪な 区域 における工場な

どの敷 地、 都市の 機能を維持増進し計画的な整備改善

を促進するために有効に利用できる土 地及び都市 計画

決定 された道路・公園などの都市施設用 地である。

本年度は、都市施設用 地0. 36haを対象として用 地取

得を行う。

14 用地会計（財務 局所管）
（歳入）

財 産 収 入

繰

諸

都

繰

（歳出）

用

入

収

越

計

地

金

入

債

金

費

0

6

0

1

0

 

5

8

 0
 

0
 

7

1

0

0
 

9

9

9

 

3

0

5

 

0

5

 

0

0

 

9

9

 

1

4

 4,055,000 

2年度
千円

5,239,812 

497,000 

154 

10,427,000 

2,852,034 

19,016,000 

19,016,000 

元年度
千円

3,949,645 

4,250 

104 

1,000,000 

1 

4,954,000 

4,954,000 

元年度
千円

4,735,142 

24,710,000 

591 

9,510,000 

4,182,267 

43,138,000 

43,138,000 

1,000 1,000 

この会計は、 河川、 道路、 公園などの整備事業を円

滑に推進するために行う用 地の先行 取得について、 そ

の収支 を明確に経理するためのものである。

15 公債費会計（財務局所管）
（歳入）

財 産 収 入

繰 入 金

諸 収 入

2年度
TPl 

1,607,893 

1,080,260,101 

597,006 

元年度
「Pl

1,663,856 

998,725,434 

441,710 
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都 債 260,760,000 286,623,000 

計 1,343,225,000 1,287,454,000 

（歳出）

公 債 費 1,343,225,000 1,287,454,000 

この会計は、 一般会計、 特別会計及び公営企業会計

の公債費を明確にするために一括計上し、 経理するも

のである。

経費の内訳は次のとおりである。

元 金 償 還 金

利 子 償 還 金

減債基金積立金

発行及償還手数料等

2年度
千円

969,273,863 

82,257,46 1 

289, 1 6 1 ,8 19  

2,53 1,857 

元年度
千円

890,246,553 

95,537,179 

299,022,323 

2,647,945 

会計別公債費の内訳は次のとおりである。

2年度
千門

般 会 計 839,055,7 1 2

特 別 会 計

中小企叢設備導入等
資金会計

と 場 会 計

都営住宅等事叢会計

都市開発資金会計

用 地 会 計

公 営 企 業 会 計

病 院 会 計

中央卸売市場会計

臨海地域開発事業会計

港湾事 業会計

交通事 業 会 計

高速電車事業会計

水 道 事 業 会 計

下水道事 業会 計

93,357,222 

489,000 

143,693 

85,855,786 

3,750 

6,864,993 

4 1 0,8 1 2,066 

20,1 37,653 

6 1 ,874,737  

90,7 1 1,986 

34,6 14  

5,055,680 

62,1 47,637  

23,462,89 1 

147,386,868 

元年度
千門

943,265,47 1  

99, 150,968 

559,000 

238,858 

90,0 18,90 1 

4,250 

8,329,959 

245,037,56 1  

1 9,368,448 

1,9 1 8,738 

1 ,442,777 

34,6 1 5  

6,778,635 

42,440, 1 1 2  

22,460,232 

1 50,594,004 

16 臨海都市基盤整備事業会計（都市整備局所管）

（歳入） 2年度 元年度
丁円 「月

使用料及手 数 料 105 186  

繰 入 金 1,199,880 1,334,335 

諸 収 人 97,826 5 1 7  

繰 越 金 2,466,435 2,837, 1 18  

（財産収入 ） 12  

計

（歳出）

臨海都市基盤整備費

3,764,246 4, 1 72,168 

2,246,000 2,1 1 1,000 

この会計は、 臨海都市基盤整備事業を経理するもの

である。

本事業は、 臨海副都心の開発整備に必要な都心部と

副都心部 を結ぶ広域幹線道路などの整備を行うため

に、 睛海、 豊洲、 有明北地区を土地区画整理事業など

により整備するものである。

本年度は、 事業に必要な工事、 移転、 調査、 設計な

どを行う。
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第 3 公営企業 会 計

1 病院会計（病院経営本部 所管） 2 中央卸売市場会計（中央卸売市場 所管）
収益的収支（損益勘定） 2年度 元年度 収益的収支（損益勘定） 2年度 元年度

千円 千円 千江l 千戸l
収 入 174,698,000 173,044,000 収 入 23,544,000 78,452,000 

支 出 174,669,000 172,244,000 支 出 39,014,000 48,371,000 

資本的収支（資本勘定） 資本的収支（資本勘定）

収 入 14,389,000 2,676,716 収 入 1,000 1,620,000 

支 出 32,437,000 31,984,000 支 出 66,101,000 5,878,000 

（資本的収支差引不足額の18, 048, 000千 円 は、損益

勘定留保資金その他で補填 する。 ）

都立病院は、東京 の医療 の充実 に貢献 するため、 基

本的役割である行政的医療 の安定的かつ継続的な提供

に加え 、 高水 準で専門性 の高い総合診療 基盤 や医療人

材を最大限活用し、 地域 の状況 に応じて 地域 医療 の充

実へ の貢献 に取り組んでいる。

都が経営する病院は、 広尾病院など8病院であり、

それぞ れ特色ある医療 を実 施している。

本年度は、 大塚病院改 修工事及び多摩メデイカル ・

キャンパス駐車 場等整備工事を実 施するとともに、 地

方独立行政 法人へ の移行に向けた 準備を行う。

本年度の業務 の予定量は次のとおりである。

(1) 患 者 数
1日 延

ア 普 通

入 院

外 来

イ 精 神

入 院

外 来

ウ 結 核

院

来

症

院

計

院

来

(2) 主要な建設改良 事業

大塚病院 改 修 工事
多摩メディカル ・ キャンパス
駐車 場等整備工事

入

外
工 感 染

入

合

入

外

3,645床 1,197,930人
6,605人 1,935,265人

1,090床 358,065人
600人 175,800人

41床 9,125人

30人 8,790人

40床 730人

4,816床 1,565,850人
7,235人 2,119,855人

568,215千 円
476,600千 円

（資本的収支差引不足額の66, 100, 000千 円 は、損益

勘定留保資金その他で補填 する。 ）

中央卸売市場は、 「 卸売市場法」に基づいて、 水産

物、 青果物、 畜産物などの生鮮食料品等及び花きの卸

売をする市場で、都道府県及び人口20万人以上 の市 な

ど が農林水産大臣 の認可を受けて開設するものであ

る。

都は、 卸売業務 の中核的拠点として、 豊洲市場など

11 市場を開設し、生鮮食料品などの円 滑な流通 を確保
している。

本年度は、 既設市場の整備など を行う。

本年度の業務 の予定量は次のとおりである。

(1) 年間取扱数量及び金額

水 産 物

青 果 物 1,963,000 t 6,659億円

畜 産 物

花 き

計

(2) 使用料徴収対象面積

卸 売 菓 者 売 場

仲卸業 者 売 場

事 務 所

542,000 t 5,691億円

77,000 t 1,427億円
1,361,000千 本 891億円

14,668億円

そ

十

の

言

他

収 入

支 出

資本的収支（資本勘定）

154,029 rrf 

40,046 rrf 

ll6,025 rrf 

374,602 rrf 

684,702 rrf 

3 都市再開発事業会計（都市整備局所管）
収益的収支（損益勘定） 2年度

千円
352,929 

15,000 

元年度
千円

39,670 

15,000 

収

支

入

出

9,086,219 14,760,505 

9,131,000 14,870,000 

（資本的収支差引不足額の44, 781千 円 は、繰越工事

資金で補填する。 ）
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この会計は、 泉岳寺駅地区の市 街地再開発事業を経

理するものである。

本年度の業務 の予定量は次のとおりである。

主要な建設改良 事業

用 地 買 収 5,830 m' 

用 地 補 償 9棟

施 設建築 物 工 事

公 共 施 設 工 事

220,000千 円
71,610千 円

4 臨海地域開発事業会計（港湾 局所管）
収益的収支（損益勘定）

収

支

入

出

2年度 元年度
千rJ 千rJ

40,623,000 14,620,000 

13,050,000 6,643,000 

170,000 192,000 
資本的収支（資本勘定）

収 入

支 出 100,003,000 16,213,000 

（資本的収支差引不足額の99, 833, 000千 円 は、損益

勘定留保資金その他で補填 する。 ）

本事業は、東京 港の港湾 施設の整備拡充、 都市 交通

体系の改善及び都市再開発のために必蔑な用 地の確保

など 、 埋立地を多様な開発 目 的に活用するため、 総面

積2, 766haの埋立地造成 を行うとともに都市 基盤 の整

備及び開発を行うものである。

本年度の業務の予定量は次のとおりである。

(1) 埋立地の処分 処分面積 44,424 rrf 

(2) 埋立地の賃貸 貸付面積 1,512,698 rrf 

(3) 主要な建設改良 事叢
埋 立 地 造 成 事 業

環 境整 備 事 業

道路橋梁整備事業
埋 立 改 良 事 業

臨海副都心建設事業

臨海副都心改良事業

5 港湾事業会計（港湾 局所管）
収益的収支（損益勘定）

収 入

支 出

資本的収支（資本勘定）

収 入

支 出 1,333,000 5,836,000 

（資本的収支差引不足額の1, 332, 000千 円 は、 損益

2,590,000千 円
9,000千 円
1,000千 円

2,547,000千 円
3,779,000千 円

570,000千 円

2年度 元年度
丁朽 丁円

4,658,000 4,692,000 

3,657,000 3,557,000 

1,000 1,000 

勘定留保資金その他で補填 する。 ）

本事業は、 港湾 施設の管理運営及び建設改良 を行う

ものである。

本年度の業務 の予定量は次のとおりである。
(1) 港湾 施設管理運営事業

荷 役 機 械 3 基

上

貯 木

屋

場

(2) 土要な建設改良 事叢

港湾 施設整備事業

港湾 施設改良 事業

34棟
904,747 rrf 

6 交通事業会計（交通局所管）
収益的収支（損益勘定）

収 入

支 出

資本的収支（資本勘定）

収

支

入

出

2年度
千江l

63,913,000 

67,912,000 

8,258,000 

14,079,000 

787,479千 円
511,709千 円

元年度
千円

61,307,000 

64,644,000 

14,302,000 

22,820,000 

（資本的収支差引不足額の5, 821, 000千 円 は、 損益

勘定留保資金その他で補填 する。 ）

この会計は、 自動車 運送 事業、 軌道 事業、 新交通事

叢 及び懸垂電車 事叢 を経理するものである。

本年度の業務 の予定量は次のとおりである。
(1) 自動車 運送 事業

（乗合自動車 ）

期首在籍車両数 1,506両

年 間走行距離 47,002千km

年 間輸 送 人 員 253,326千人

一日 平均輸送人員 694,044 人

（貸切自動車 ）

期首在籍車両数 8両

年 間走行距離 353千km

年 間輸 送 人 員 509千人

一日 平均輸送人員 1,395 人

(2) 軌道 事業

期首在籍車両数 33両

年 間走行距離 1,460千km

年 間輸 送 人 員 17,525千人

一日 平均輸送人員 48,014 人
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(3) 新交通事業

期首在籍車両数

年 間走行距離

年 間輸 送 人 員
一 日 平均輸送人員

(4) 懸垂電車 事業

車両の経年劣化が顕著に進んでいるため、令和 元年 (2) 年間 販 売電 力 量 115,005 MWh 

11 月 1日 から運行を休止している。 (3) 一 日 平均 販 売電力量 315,082 kWh 

7 高速電車事業会計（交通局所管） 9 水道事業会計（水道 局所管）
収益的収支（損益勘定） 2年度 元年度 収益的収支（損益勘定） 2年度 元年度

千rJ 千rJ 千門 千門
収 入 192,804,000 184,403,000 収 入 384,403,000 379,627,000 

支 出 167,279,000 159,777,000 支 出 365,138,000 375,926,000 

資本的収支（資本勘定） 資本的収支（資本勘定）

収 入 64,919,000 22,860,000 収 入 45,281,000 44,806,000 

支 出 137,763,000 131,596,000 支 出 144,083,000 143,475,000 

（資本的収支差引不足額の72, 844, 000千 円 は、損益

勘定留保資金その他で補填 する。 ）

本事業は、 都営 地下鉄浅草線 、 三 田 線 、 新宿線及び

大江戸線の営 業など を行うものである。

本年度は、 主要事業として、 浅草線 車両について、

低い吊 り手や荷棚 の採 用、 優 先席へ の縦手すりの追 加

など 、ユ ニ バ ーサルデザイ ンの考え 方 を取り入れた「人

にやさしい車両」に更新する。

本年度の業務 の予定量は次のとおりである。

(1) 期首在籍車両数 1,166両

(2) 年 間走行距離 124,096千km

(3) 年 間輸 送 人 員 1,091,277千人

(4) 一 日 平均輸送人員

(5) 主要な建設改良事業

浅 草 線 車 両 の 更 新

8 電気事業会計（交通局所管）
収益的収支（損益勘定） 2年度

千円
収 入 1,836,000

支 出 1,585,000

資本的収支（資本勘定）

収

支

入

出 331,000 

100両
8,004千km

34,359千人
94,134 人

2,989,800 人

9,313,920千 円

元年度
千円

1,801,000 

1,377,000 

432,000 

（資本的支出額は、 損益勘定留保資金その他で補填

する。 ）
この会計は、 水力 発電に伴う収支 を経理するもので

ある。

本事業は、 小河 内 ダ ム 直下の多摩川第一 発電 所、 白

丸 発電 所及び御岳の多摩川第三 発電 所で 発電を行 い、

発生電力 を電気事業者に 売却 している。

本年度の業務 の予定量は次のとおりである。

(1) 出 力 36,500 kW 

（資本的収支差引不足額の98, 802, 000千 円 は、損益

勘定留保資金その他で補填 する。 ）

本事業は、特別区及び多摩 26 市 町の住 民に給水する

ほ か、多摩 地区の水道 事業の末統 合市に対し、 浄 水の

分水を行うものである。

本年度は、平成 28 年度から令和 2 年度までの5 年間

に取り組んでいく 施策の事業計画と財政計画を明らか

にした 「東京 水道 経営プ ラ ン 2016 」に沿 って予算を編

成 した。

本年度の主要事業は次のとおりである。

(1) 水源及び浄 水施設の整備

安定的な給水の確保を図るため、 引 き続き水源の確

保や既存施設の更新など を推進し、 あわせ て水源及び

浄 水施設の耐震強化を図る。 また、平成 30 年代 から集

中的に更新期を迎え る浄 水場の施設更新を進めるた

め、 代替浄 水施設を整備する。

(2) 送 配水施設の整備

安定的かつ効率的な 配 水の確保及び耐震性 の強化を

図るため、 送 配水管の新 設、 配 水管の耐震継手管へ の

取替 、 配水池 などの整備を進める。

(3) 給水 設備の整備

安全 でおいしい水の安定的な 供給を図るため、 貯 水

槽 水道 対策の一 環 として、 小中学校の水飲栓直結 給水

化モデル事業のフ ォ ロ ー ア ッ プ を実 施する。 また、 私

道 内 における給水管整備を進め、 給水環境の改善 を図
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る。

本年度の業務の予定量は次のとおりである。

(1) 年 間 配 水 量 1,625,710,000 ni 

(2) 一 日 平 均 配 水量 4,454,000 ni 

(3) 給 水 件 数 7,958,000 件

(4) 主 要 事 業

水源及び浄 水施設の整備 16,300,000千 円

送 配 水 施 設 の整 備 154,500,000千 円

給 水 設 備 の整 備 10,200,000千 円

10 工業用水道事業会計（水道 局所管）

収益的収支（損益勘定） 2年度 元年度
千円 千円

収 入 7,348,000 5,831,000 

支 出 7,348,000 5,831,000 

資本的収支（資本勘定）

収 入 246,000 201,000 

支 出 270,000 884,000 

（資本的収支差引不足額の24, 000千 円 は、損益勘定

留保資金で補填する。 ）

本事業は、 地 盤 沈下 を防止するため、 地下 水く み 上

げ規制に対応する代替用水として、 工業用水の供給を

行うものである。 また、 令和 4 年度末の事業廃止に伴

う上 水道へ の切替工事や料金差 額補填 などの利用者支

援 を行うものである。

本年度の業務 の予定量は次のとおりである。

(1) 年 間 配 水 量 7,300,000 ni 

(2) 一 日 平 均 配 水量 20,000 ni 

(3) 給 水 件 数 241 件

11 下水道事業会計（下 水道 局所管）
収益的収支（損益勘定） 2年度

千円
405,317,000 収 入

支 出

資本的収支（資本勘定）

収

支

376,786,000 

元年度
千円

402,252,000 

373,027,000 

入 192,049,000 191,065,000 

出 362,844,000 362,576,000 

る本年度は、 経営 計画に掲 げ た事業を着実 に推進し、

目 標 等を確実 に達成するとともに、 昨年の台風被害を

踏まえ た取 組などについ ても積極的に進めてい く こと

を基本 方針 として予算を編成 した。

本年度の主要施策 は次のとおりである。

(1) 区部下 水道 事業

お客 さまの安全 を守 り、 安心 で快適 な生活を支え る

ため、 老朽化した施設の更新に併せ て、 雨 水排除能力

の増 強や耐震性の強化など 、 機能の向上 を図る再構築

を計画的・効率的に推進する。 さらに、 大規模 地下 街

や甚大な浸 水被害が 発生した 地区における雨 水整備水

準をレベルア ッ プ し、75 ミ リ 施設整備など を推進する

ほ か、最新の流出解析 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン技術を活用し、

新たな 「75 ミ リ 対策 地区」等の追 加 を検討するなど 、

浸 水対策の取組を強化するとともに、首都直下 地震な

どの 地震や津波へ の震災 対策 を推進する。

また、良 好 な 水環境と環境負荷の少な い都市の実 現

に貢献 するため、 合流式下 水道 の改善や高度処理 を推

進するとともに、 下 水道 事業におけるエ ネルギ ー 基本

計画である 「スマ ー ト プ ラ ン 2 0 1 4 」及び 地球温暖

化防止計画 「ア ース プ ラ ン 2 0 1 7 」に基づき、 エ ネ

ル ギ ー使用量や温室 効果ガス排出量の削 減 を積極的に

推進する。

あわせ て、 予防 保全 を重視 した維持 管理を行うとと

もに、 下 水道 施設の延命化を図り、 将来 にわ たって下

水道 機能を安定的に確保する。
(2) 流域 下 水道 事業

関係市 町村 と連携 を図りな がら、再構築、震災 対策 、

雨 水対策 、 高度処理、 エ ネル ギ ー ・ 地球温暖化対策に

取り組む とともに、 市 が単独で運営 してい る処理区を

流域 下 水道 に編入するために必要な施設の整備を推進

する。

本年度の叢 務 の予定量は次のとおりである。
(1) 区部下 水道 事業

（資本的収支差引不足額の170, 795, 000千 円 は、 損 管 榮 管 理 延 長 16,147,667 m 

益勘定留保資金その他で補墳する。 ） ポンプ所年間揚水量 895,000,000 rrf 

下 水道 事業は、 区部の公共下 水道 と多摩 地域 の流域 年 間 処 理 水 量 1,792,000,000 rri 

下 水道 の建設、維持 管理を行 い、汚 水及び雨 水を排除 、 料 金徴 収 基準数 5,875,246 件

処理することを主な事叢 としている。 主要な建設改良事業

「東京 都下 水道 事業経営 計画2016 」の最終年度とな 下 水道 建設事業 180,000,000千 円
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(2) 流域 下 水道 事業

管 渠 管 理 延 長 232,190 m 

ポンプ所年 間 揚水 量 1,940,000 m' 

年 間 処 理 水 量 375,970,000 ni 

主要な建設改良事業

流域下水道建設事業 14,500,000千 円
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